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令和4年11⽉4⽇



１．現計画の概要
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〇根拠法令
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（第6条）

⼀般廃棄物の処理に関する計画を定めなければならない（⼀般廃棄物処理基本計画）

〇計画の体系
右図のとおり

〇対象地域
恵那市全域

〇対象となる廃棄物
市内の家庭及び事業所から排出された全ての⼀般廃棄物

恵那市
総合計画

恵那市
環境基本計画

恵那市
⼀般廃棄物処理基本計画

■国の関連法制度
・環境基本計画
・循環型社会形成推
進基本法
・廃棄物処理法

■県の関連計画
・岐⾩県廃棄物処理
基本計画
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〇計画期間
H30〜R14（15年間）、概ね5年ごとに⾒直す（＝R4）
※平成を「H」、令和を「R」と表記する（以下同じ）

〇計画構成
（１）ごみ処理基本計画
（２）⽣活排⽔処理基本計画
これらは⻑期的・総合的な視点から適正なごみ処理、⽣活排⽔処理を進めるための基本⽅針や施策を定め

た計画

〇⽬標値
項目 H28 R4 R14

ごみ排出量（年間） 15,503t 14,000t 以下 12,300t 以下

再生利用率 63.0％ 63.4％以上 64.0％以上

最終処分量（年間） 572t 550t 以下 490t 以下



２．ごみ処理の概況
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〇年度別排出量の推移
・総ごみ量は減少傾向にあったが、近年、増加に転じている。
・可燃ごみは減少傾向にある。
・不燃ごみはコロナ禍における家財の⽚付け等により増加したこと、また、R2、3
は建物⽕災による罹災ごみの搬⼊が多くあったことが総ごみ量の増加の要因となっ
ている。

R4⽬標値14,000トン以下

年度 可燃ごみ
トン

不燃ごみ
トン

合計
トン

H25 14,368 1,649 16,017

H26 14,249 1,610 15,859

H27 14,149 1,551 15,700

H28 14,014 1,480 15,494

H29 13,559 1,435 14,994

H30 13,494 1,639 15,133

R1 13,607 1,807 15,414

R2 13,357 2,028 15,385

R3 13,263 1,848 15,111
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〇１⼈当たりの排出量及び処理経費
・１⼈当たりの⽇平均排出量は国・県と⽐較すると少ないが、年々増加傾向にある。
・１⼈当たりの平均処理経費は、国・県と⽐較すると⾼くなっている。エコセンター恵那
では、ごみを粉砕する破砕機、ごみを⾼温の熱⾵で乾燥させる乾燥機、加圧押出しする成
形機、成形直後の⽣成品を冷却する空気送⾵機等の各種機械の稼働に要する電⼒や⽯油等
の燃料費、これらの各種機械の修繕費等の維持管理経費が必要であることから処理経費が
⾼くなっている。
年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

⼈⼝（⼈） 53,745 53,165 52,441 51,786 51,048 50,575 49,987 49,281 48,531

ごみ排出量（㌧） 16,017 15,859 15,700 15,494 14,994 15,133 15,414 15,385 15,111

１⼈当たりの⽇平均排出量
（㌘） 国 958 947 939 925 920 918 921 － －

県 928 911 906 892 982 891 894 － －

市 816 817 820 820 805 820 843 855 853

ごみ処理経費(千円） 968,602 1,237,049 904,807 850,377 826,988 806,264 814,668 787,499 784,413

１⼈当たりの平均処理経費
（円） 国 12,411 12,724 12,649 12,680 12,643 13,082 13,161 － －

県 12,414 13,071 13,167 13,890 14,060 13,792 13,769 － －

市 18,022 23,268 17,253 16,421 16,200 15,942 16,298 15,980 16,163

※⼈⼝はR4/10/1現在の住⺠基本台帳による。

※国県の数値は、岐⾩県の⼀般廃棄物（令和元年度⼀般廃棄物事業実態調査結果から）引⽤
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〇年度別再⽣利⽤量（率）および最終処分埋⽴量（率）
・H26の再⽣利⽤量及び再⽣利⽤率の上昇は、RDFの炭化処理を⽌め、RDFを出荷することに
⽅針転換したことによる。
・近年の埋⽴量の増加は、コロナ禍における家財の⽚付け等により増加したこと、また、R2、
3は建物⽕災による罹災ごみの搬⼊が多くあったことが埋⽴量の増加の要因となっている。

R4年⽬標値
再⽣利⽤率 64％
処分場埋⽴量 550トン以下

再⽣利⽤率＝（直接資源化量+中間処理後再⽣利⽤量+集団回収量・拠点回収量）÷（ごみの総処理量+集団資源回収・拠点回収量）

年度
再生利用量

トン
再生利用率

％
埋立量
トン

埋立率
％

H25 5,691 35.5 779 4.9

H26 8,826 55.7 770 4.9

H27 9,694 61.7 842 5.4

H28 9,232 59.6 571 3.7

H29 9,428 62.9 517 3.5

H30 9,346 61.8 654 4.3

R1 9,328 60.5 726 4.7

R2 9,538 62.0 1,106 7.2

R3 9,205 60.9 1,097 7.3
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３-①．ごみ組成状況
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〇組成調査結果（R3組成調査を4回⾏った平均値）

リサイクル可能な紙

13.1%

リサイクル不可能な紙

20.8%

布類

7.4%

ビニール 20.1%

合成樹脂 13.4%

ゴム、皮革類 0.7%

木、竹、わら類 4.9%

厨芥類 16.4%

その他 3.3%

水分51.5％

灰分

3.5％

可燃物…

可燃ごみの16.4%は厨芥類（生ゴミ）。 全体重量の51.5% （6,204トン） が水分。

厨芥類（⽣ごみ）16.4％中の⾷品ロス発⽣状況を調査する。

・構成⽐は⼩数点以下第2位を四捨五⼊しているため、合計しても100とはならない場合があります（以下のページも同様となります）。



３-②．ごみ組成状況（厨芥類）
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〇組成調査結果（R4.6実施）
・厨芥類（⽣ごみ）中に⾷品ロスに該当する廃棄物が約47％混⼊している。

項⽬ 重量 ㎏ 割合 ％

調理くず 31.94 49.6

直接破棄（100％残存）※ 9.10 14.1

直接破棄（50％以上残存）※ 1.74 2.7

直接破棄（50％未満残存）※ 1.36 2.1

⾷べ残し ※ 18.10 28.1

その他 2.22 3.4

合計 64.46 100.0

★⾚枠内が⾷品ロスに該当する廃棄物



４．ごみ減量等施策実施状況
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〇３R推進施設の運営
・指定管理者がふれあいエコプラザを運営
※３Rとはリデュース（発⽣抑制）、リユース（繰り返し使う）、リサイクル（再⽣利⽤）

〇資源回収事業奨励⾦（リデュース、リサイクル）
・PTA、学校などが実施する資源回収に対して、回収業者からの買
取⾦に加えて、市から奨励⾦を交付

〇地域常設資源回収拠点の設置（リデュース、リサイクル）
・市内11箇所に設置済（R1〜）
・新聞、雑誌、段ボール、雑がみ、アルミ⽸の5品⽬を回収
・雑がみを資源として分別開始
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〇廃⾷⽤油の回収（リデュース、リサイクル）
・毎⽉、第2⽇曜⽇をはさむ⼟・⽇・⽉の3⽇間、26箇所で回収し、再⽣事
業者によりバイオディーゼルを⽣成
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〇フードドライブ（リデュース）
・スーパーマーケット、岐⾩県、市が連携し、家庭や事業所からまだ⾷べられる⾷
品を集め、困窮者⽀援団体に配布（年1回）

〇フードバンク（リデュース）
・スーパーマーケットと市が連携し、⾷品を⺟⼦寡婦福祉会に譲渡（毎⽉1回）

フードドライブ実施状況 R4.10.15
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〇堆肥化（リデュース）
・ごみの減量化を⽬的として、⽣ごみの堆肥化の可能性について視察、意
⾒交換

堆肥化施設⾒学 給⾷センター⽣ごみ乾燥装置

循環イメージ
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〇SDGｓの推進
持続可能な開発⽬標（SDGｓ）の採択（H27.9）
・国連サミットで加盟国の全会⼀致で採択された「持続可能な開発のための2030アジェン
ダ」に記載された、2030年までに持続可能でよりよい世界を⽬指す国際⽬標
・17のゴール・169のターゲットから構成され、地球上の「誰⼀⼈取り残さない」ことを誓っ
ている。SDGsは発展途上国のみならず、先進国⾃⾝が取り組むユニバーサル（普遍的）なも
の

５．廃棄物⾏政の動向
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〇循環型社会の形成
第四次循環型社会形成推進基本計画の閣議決定（H30.6）
・環境的側⾯、経済的側⾯及び社会的側⾯の統合的向上を掲げた上で、重要な⽅向性として、
①地域循環共⽣圏形成による地域活性化、②ライフサイクル全体での徹底的な資源循環、③適
正処理の更なる推進と環境再⽣などを掲げ、その実現に向けて概ね2025年までに国が講ずべ
き施策を⽰す
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〇⾷品ロスの削減
⾷品ロスの削減の推進に関する法律の成⽴（R1.5）
⾷品ロスの削減の推進に関する基本的な⽅針の閣議決定（R2.3）
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〇プラスチックの資源循環
プラスチック資源循環戦略の策定（R1.5）
プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律の成⽴（R3.6）
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〇地球温暖化対策の推進
地球温暖化対策の推進に関する法律（⼀部改正）の成⽴（R3.5）
ゼロカーボンシティえな宣⾔（R4.3）



６．環境施策に関する調査結果（抜粋）
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調 査 期 間︓R4.7.25〜8.15
対 象 者︓18歳以上の市⺠2,000⼈
有効回答数︓911⼈（45.6％）
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７．⾒直しのポイント
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（１）ごみ排出量の⽬標値の⾒直し

（２）SDGｓの視点追加

（３）⾷品ロス削減推進の視点追加

（４）プラスチックの取扱いの明確化

（５）資源回収拠点の回収品⽬の追加検討

（６）廃⾷⽤油の回収の検討

（７）古着等の分別の啓発強化

（８）地球温暖化対策の視点追加



８．体制・スケジュール
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〇⾒直しの体制
・廃棄物減量推進等審議会
・恵那市（⼦育て⽀援課、社会福祉課、上下⽔道課、環境課など関
係部署）
・環境施策に関する調査（実施済）
・パブリックコメント

〇スケジュール
令和4年 令和5年

11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

廃棄物減量等推進審議会
計画⽅針の提⽰ 計画案の提⽰ 計画確定

パブリックコメント


